
             
■指導行政のポイント 

 

 

 小・中学校の道徳教材に国庫補助をするというニ

ュースが流れた（２月９日付け『産経新聞』）。 

 

 新聞報道によれば，文部科学省は，中央教育審議

会の教育振興基本計画特別部会で，小・中学校の道
徳教育の教材について平成 21 年度にも国庫補助制
度を導入する方針を固めたという。 

しかし，教科書の無償措置すら，できるなら廃止
に持ち込もうとしている財務省が，果たして補助教
材にまで補助金を出すことに同意するのかどうか，

これはかなり難しい課題である。 
 それはともかく，こうした動きが出てきたのは，
教育再生会議の提言した「徳育の教科化」がきっか

けとなっていることは間違いない。 
 再生会議第２次報告（平成 19 年６月）は，「徳育
を教科化し，現在の『道徳の時間』よりも指導内容，

教材を充実させる」ことを提言し，①授業時間を確
保し年間を通じて計画的に指導する，②徳育は点数
で評価はしない，③多様な教科書と副教材を使用す

る，④学級担任が指導する，⑤地域の社会人が教壇
に立つことを促進する――などの具体策を掲げた。 
 とくに③の道徳教材については，ふるさと，日本，

世界の偉人伝を，古典などを通じ，感動を与えるよ
うなものが使用されることを求めている。 
 再生会議の提言を受けて，中教審がどう対応する

か注目されたが，中教審答申（平成 20年１月）は，
「道徳の時間の授業時数が必ずしも十分に確保され
ず，指導が不十分といった道徳教育の課題をいかに

改善するかという問題意識であり，道徳教育を充
実・強化すべきという認識では一致している」とし
ながらも，道徳教育の教科化は見送りとした。 

 答申は，見送りの理由に言及していないが，脚注
で，一般論としながらも，「教科」の要件として，

①免許を有した専門の教師，②教科を教える教科書，

③数値等による評価の３要件が必要とされている旨
を指摘している。 
道徳教育の教科化は，この要件になじまないと判

断したのだろう。 
 

 ただ，中教審答申も，道徳教育を充実するには「実

際の指導に大きな役割を果たす教材の充実が重要で
ある」として，学習指導要領の趣旨を踏まえた適切
な教材を教科書に準じたものとして十分に活用する

ような支援策を講ずることを求めている。 
 文科省の調査（平成 15 年）によると，道徳の時
間における教材の使用状況は，次のとおりである。 

（1）文科省が配布している「心のノート」が，小
学校 97.1％，中学校 90.4％と最も多い。 

（2）次いで，民間の教材会社で開発・刊行した「読

み物資料」が小学校 81.5％，中学校 70.8％と
なっている。 

（3）また，都道府県や市町村教委が開発・刊行し

た「読み物資料」も，小学校 58.8％，中学校
48.8％で使用されている。 

（4）このほか「映像コンテンツ（テレビ放送等）」

が小学校 66.8％，中学校 66.3％で使われてい
る。 

 文科省は，近く告示する学習指導要領において，

再生会議が求めている偉人伝などを道徳の教材とし
て活用することについて盛り込む方針とマスメディ
アは伝えている。 

 今後，道徳教育の教材をどのように開発し，整備
していくか。それに行政当局がどのようにかかわっ
ていくか。財政的支援も含めて十分検討されること

を期待したい。 

（ひしむら・ゆきひこ＝(財)学習ｿﾌﾄｳｴｱ情報研究ｾﾝﾀｰ理事長） 
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